
 
 

 
 

横浜市緑区地域子育て支援拠点の運営者の選定に関する要綱 
 

 制定 平成18年６月12日 緑サ第522号（緑区長決裁） 
最近改正 令和３年12月１日 緑こ第2002号（緑区長決裁） 

 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、横浜市緑区地域子育て支援拠点事業実施要綱（以下「実施要綱」

という。）第２条第２項の規定に基づき、横浜市緑区地域子育て支援拠点事業を運営

する者（以下「運営者」という。）について、公平かつ適正に選定するために必要な手

続を定めることを目的として制定する。 
２ 横浜市緑区地域子育て支援拠点事業の受託候補者をプロポーザル方式により

選定する場合の手続き等については、横浜市委託に関するプロポーザル実施取

扱要綱に定めがあるもののほか、この要綱に定めるものとする。 
 
（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、実施要綱の例による。 
 
 （実施の公表） 
第３条 実施の公表にあたっては、当該要綱、募集要項、実施要綱等により、次の各号

に掲げる事項について明示するものとする。 
 (1) 当該事業の概要・仕様等 

 (2) プロポーザルの手続き 

 (3) プロポーザルの作成書式及び記載上の留意事項 

 (4) 選定委員会及び評価に関する事項 

 (5) その他必要と認める事項 

  
（運営者） 

第４条 運営者は、法人格を有する団体とする。 
２ 前項の団体は、次の各号に掲げる法人とする。 
(1) 市内の保育所等の児童福祉施設を経営する社会福祉法人等 

(2) 市内の医療施設を経営する医療法人等 

(3) 市内における子育て支援の活動実績を有する特定非営利活動（ＮＰＯ）法人 

(4) 市内の幼稚園を経営する学校法人等 

 
 （運営法人の選定） 
第５条 区長は、原則として運営者とする法人（以下「運営法人」という。）を公募し、

応募した者の中から、次条以下に定める事項に基づき、運営法人の選定を行うものと

する。 
２ 前項の規定にかかわらず、区長は、必要と認めるときは運営法人の選定を公募によ

らず行うことができる。ただし、この場合においても、次条以下に定める事項に基づ

き、運営法人の選定を行わなければならない。 
 
 
 



 
 

（運営法人の応募資格） 

第６条 運営法人の応募資格については、次の各号全てに該当する法人とする。 
(1) 横浜市の一般競争入札参加有資格者名簿に登載されていること又は委託契約を

締結するまでの間に登載されていることが見込まれること。 

(2) 宗教活動又は政治活動を主たる目的としていないこと。 

 
（提案書の内容） 

第７条 応募する際に提出する提案書は、次の各号に掲げる事項について作成するもの

とし、様式などは、別に定める。 
(1) 業務実績 

(2) 当該業務の実施方針 

(3) 当該業務に関する具体的な提案 

(4) その他当該業務に必要な事項 

 
（運営法人の選定基準） 

第８条 運営法人の選定については、次に掲げる事項等を総合的に判断して行うものと

する。 
(1) 乳幼児の養育者のニーズを適切に把握、理解し、これらの者への交流の場の提

供、子育てに関する相談並びに子育てに関する情報の収集及び提供等の支援を通

じて、養育者の育児不安等の解消、育児力の向上を効果的に図ることができる法人

であること。 

(2) 地域において子育てに関する支援活動を行う者（以下「活動者」という。）との

連携を図り、これらの活動を活性化させるとともに、地域のニーズを踏まえた活動

者の育成、支援を行うことで、子育てを地域全体で支援する地域力の創出が図れる

法人であること。 

(3) 地域子育て支援拠点事業の趣旨について十分理解し、事業運営について適切な

事業提案を行っているとともに、継続して安定した事業運営が見込まれる法人で

あること。 

(4) 事業運営にあたって、区福祉保健センター等の関係機関との連携、協力が図れる

法人であること。 

 

 （評価） 
第９条 プロポーザルを特定するための評価事項は、次に掲げる事項とする。 
 (1) 業務実績等 

 (2) 業務実施方針の妥当性・実現性等 

 (3) 業務に関する具体的な提案内容の妥当性・実現性等 

 (4) その他、当該業務に対する意欲等 

２ プロポーザルの評価にあたって、提案書を提出した者にヒアリングを行うものと

する。 

 ３ 提案書の内容及びヒアリング結果を基に、当該業務に最も適した者を特定する。 

４ 特定、非特定に関わらず、各々の提案書を提出した者の評価結果については、そ

の提案書を提出した者に通知する。 

 
（運営法人選定委員会） 

第 10 条 区長は、運営法人を選定するにあたっては、横浜市子育て支援事業運営事業

者選定委員会運営要綱（以下、「運営事業者選定委員会運営要綱」という。）第 7 条第

１項第 12 号に規定する横浜市緑区地域子育て支援拠点運営法人選定委員会（以下「選



 
 

定委員会」という。）の意見等を聴く。 
２ 選定委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、運営事業者選定委員会運営要綱第

７条第４項の規定に基づき、横浜市緑区地域子育て支援拠点運営法人選定委員会要綱

に定める。 
３ 選定委員会におけるプロポーザルの評価結果については、緑区入札参加資格・指名

業者選定委員会（以下、「業者選定委員会」という。）に報告するものとする。 
 
 （評価結果の審査） 
第 11 条 業者選定委員会は、評価委員会である選定委員会から評価結果の報告があっ

たときは、業者選定委員会において、次の事項について審査する。 

 (1) 評価委員の採点が適正に行われたこと。 

 (2) 評価委員会の審議及び採点の集計等が適正に行われたこと。 

 (3) 評価結果に関し、必須事項以外に公表する事項の選定 

 (4) 特定、非特定結果通知書に記載する理由 

 (5) その他必要な事項 

 

（運営法人選定の報告） 
第 12 条 区長は、運営法人を選定したときは、こども青少年局長へ報告するものとす

る。 
 

（選定の効力） 
第 13 条 運営法人選定の効力は、当該選定された運営法人が事業を開始した年度から

起算して５か年度とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、運営法人が次の各号のいずれかに該当し、下記の事項に

より運営法人として適当でないと認めるときは、区長は運営法人の選定を取り消し又

は運営の停止を命じることができる。 
(1) 事業運営にあたって、区との連携及び協力の姿勢がないとき 

(2) 事業の委託契約について重大な違反があり、そのことにより委託契約を継続する

ことが困難なとき 

(3) その他運営法人として適当でないと区長が認めるとき 
 

（その他） 
第14条 その他この要綱の運用において必要な事項は区長が定めるものとする。 

 
附 則 

 （施行期日） 
 この要綱は、平成 18 年６月 12 日から施行する。 

 

附 則 
 （施行期日） 
 この要綱は、平成 22 年 10 月 29 日から施行する。 

 
附 則 

 （施行期日） 
 この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

 
附 則 



 
 

 （施行期日） 
 この要綱は、平成 27 年６月 30 日から施行し、平成 27 年４月１日から適用する。 

 

 

附 則 
 （施行期日） 
 この要綱は、平成 28 年 11 月 21 日から施行する。 

 

附 則 
 （施行期日） 
 この要綱は、令和３年 12 月１日から施行する。 

 


